【平成27年11月30日　府労連　局長回答】
第１の要求について、府労連との、これまでの良き労使関係については、今後とも維持していきます。我々としては、この基本的立場に立って、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、府労連と十分協議を行っていきます。

第２の要求について、人事委員会勧告は、労働基本権制約の代償措置であることから、基本的には尊重すべきものと考えています。

平成27年度の本府人事委員会の勧告の取扱いについては、府財政の状況等を精査しているところであり、未だ結論に至っていません。
第５の要求について、平成28年４月１日より、一部を除く非常勤職員の位置付けを一般職に変更することに伴い、当該非常勤職員のパワーハラスメントを含むハラスメント全般に対する職員総合相談センター等への相談にかかる服務の取扱いについては、職務専念義務の免除とします。
第13の要求について、次世代育成の趣旨から、平成28年７月より男性の育児参加休暇の取得可能期間を産後16週まで拡大できるよう、人事委員会と協議して実施していきます。
その他の要求の諸事項については、先般、企画厚生課長からお答え申し上げたとおりです。


